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研究成果の概要（和文）：本研究は、若者世代のオンラインでの情報発信行動とデジタルアイデンティティ形成に関し
て、主に、ソーシャルメディアの利用におけるプライバシー保護意識、リアルアイデンティティへの影響、現代的な監
視環境におけるリスクという観点から考察を行った。加えて、本研究課題の研究論文での考察や、海外でのデジタルア
イデンティティ研究の成果をふまえて、大学生や高校生、中学生、そして、保護者や教員などの指導者が利用しうる教
材開発を行った。

研究成果の概要（英文）：This study examines youngsters′online information transmission behavior and 
development of digital identity from the perspective on the awareness of online privacy protection using 
social media, the influence on the real self identity development, and recognition on modern 
dataveillance environment.

研究分野： 商学
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１．研究開始当初の背景 
 近年、ブログや SNS(Social Networking 
Service)に代表されるソーシャルメディアを
用いて、ごく一般の個人が自らに関する情報
を発信する、あるいは他者が特定の個人に関
する情報を開示するといったことが頻繁に
行われ、個人に関する情報が時間を経るごと
に膨大に蓄積されている。このように個人に
関する情報が積み重なって行く中でオンラ
イン世界での個人像、すなわち「デジタルア
イデンティティ」（以下、DI）が形成されて
おり、それがその後の人間関係の構築や就職
活動など、当該個人のリアル世界での活動に
も影響を与えつつある。例えば、Facebook の
ように実名の公開を推奨する SNS では、そこ
で自らが発信した情報や他者によって開示
された情報、そのサイト上で収集された情報
によって当該個人の DI が形成されており、
リアルな当該個人のアイデンティティと結
び付けられて考えられている。 
 しかしながら、特に若いユーザの多くは、
様々なソーシャルメディアを通じた情報発
信に伴って DI が形成されることや、それが
もたらす影響を自覚しているとは限らず、加
えて、本人の意図に関わらず、他者によって
開示された情報の影響を受けてネガティブ
な意味が感じられる DI が形成されたとして
も、それに十分に対応できない状況がある。
極端な例では、一般個人によるネット上の発
言が批判を巻き起こし、情報の発信者自身や
それによって何らかの情報を暴露された個
人が攻撃されることや、さらにはリベンジポ
ルノのように、報復としてセンシティブな個
人情報が暴露されるといった場合もある。そ
うなってしまえば、リアルな個人としての生
活や人間関係をも著しく脅かされ、またそれ
を訂正することも困難である。また、そのよ
うな極端なケースでなくとも、リアルな自己
イメージが DI に侵食されるという本末転倒
の現象が生じていることも指摘されており、
本来、青年期には揺らぎを続けながら段階的
に発達しうるリアルな「自己同一性（アイデ
ンティティ）」が、過剰に可視化された DI の
影響を受けて形成されているかもしれない。 
 このように DI にまつわる課題は現在進行
中であるにもかかわらず、それが若年者や青
少年の心理的発達や成長にどのような影響
をもたらしうるのかどうかについてはほと
んど分析されておらず、その用語の定義や概
念は極めて曖昧である。加えて、個人が自ら
に関する情報を容易に発信する環境が整備
されつつあり、かつ明確な同意がなくとも他
者から自己に関する情報を開示されうると
いう、従来的な意味での情報プライバシー保
護とは異なる感覚のもとでそれらの情報発
信行動がなされているため、個人の DI 形成
に関する課題は、自己情報のコントロール権
の尊重をベースとする情報プライバシー権
の文脈で議論されるのには限界がある。既存
の概念にとらわれず、現代的な情報環境、特

に情報発信環境をふまえた上で、学際的な視
点から、その影響やリスクが論じられなけれ
ばならない。 
 
２．研究の目的 
 本研究では、これまで蓄積されてきた情報
プライバシー権や個人情報保護に関する研
究成果をふまえながら、新たに「DI」という
概念を用いて現在の個人情報の発信状況を
考察し、DI の形成状況、さらには DI 形成に
関わる情報環境がもたらすリアルな自己同
一性構築に関するリスクや社会的課題につ
いて分析することを目的とした。 
 同時に、本研究の成果は膨大な情報に曝さ
れ、また自らも容易に情報を発信しうる環境
におかれている若者や青少年に対する教育
方針の策定、彼らをユーザとするソーシャル
メディアを提供するビジネス組織での方針
策定に貢献することを目指している。 
 報告者の知る限り、日本の情報倫理教育の
カリキュラムにおいて、DI 形成に関する教育
内容は皆無に等しく、本研究の成果が潜在的
な社会的期待に応じることを重要視する。 
  
３．研究の方法 
 研究方法としては主に文献研究、事例研究
をベースとしながら、アンケート・インタビ
ュー調査を行った。同時に、大学組織の研究
プロジェクトやこれまでの共同研究者との
連携を生かしつつ、国内外の研究者との議論
の場を設けることにより、積極的に研究内容
の精査を図り、新たな研究課題を見出した。
また、DI にまつわるリスクやその実態につい
て、関連研究者や教育者、臨床心理の専門家
などと意見を交換しながら、研究内容のブラ
ッシュアップを図ることが可能となった。 
 
４．研究成果 

 
本研究課題の研究成果は、国内外の学術論

文として公表され、情報倫理分野を中心とし
た国際会議および国内学会において報告さ
れた。そのような議論の場を経ることによっ
て、関連分野の研究者との意見交換を行い、
その内容をより精緻化することができた。そ
の成果は、下記のように分類される。 

 
 (1)ソーシャルメディア利用におけるプライ

バシー保護意識とその対応   
 ソーシャルメディアを利用する若年ユー
ザのプライバシー保護意識についてアンケ
ート、およびインタビュー調査を実施した。
ソーシャルメディア上でのプライバシー保
護に対する重要性の認識の有無と、そこでの
利用規約やプライバシー保護方針の確認行
動やプライバシーセッティングやアカウン
トでの実名公開設定状況との関連性が低い
という結果が得られている。また、同様にソ
ーシャルメディア企業のビジネスモデルへ
のに理解や認識も、プライバシー保護のため



の行動に関連性がないという結果や、企業側
ではなく、個人ユーザによる個人情報漏えい
への危惧が強いというインタビュー結果も
出ている。これらの結果に基づき、ソーシャ
ルメディアユーザーのリスク認識を高める
ための教育の必要性や運営企業の社会的責
任の重要性などを示唆した。 
 他方、エドワードスノーデン事件に対する
若年者の意識調査を複数の国で行い、スノー
デン氏による告発内容を受けてのソーシャ
ルメディアの利用方法の変化について調査
を行い、日本の回答者の特徴を明らかにした。 

 
(2)リアルアイデンティティへの影響 
 DI の形成は、特にリアルな「自己同一性」
が未発達な若年者にとっても影響を与えう
るリスクがあることについて精神病理学や
発達心理学などの知見を用いながら考察を
行った。 
オンライン空間は相互の監視が半ば強制

される「参加型監視空間」を形成しており、
その中での情報処理や情報発信行動によっ
てもたらされる心理状態は、個人の中で様々
な自己象を増殖させながらも、それらが全体
として統合されることなく、分離してしまう
「解離」という病理現象の特徴に類似してお
り、さらにはそれが深刻化すれば「統合失調
症」的な現象をも引き起こしうるリスクを示
唆した。 
リアルアイデンティティの発達よりも、早

い段階で DI が「解離」的な発達をとげ、過
剰に可視化されることが行われることによ
って、むしろ、DI の形成がリアルアイデンテ
ィティの形成を妨げ、それが長期的な影響を
及ぼしうることについて考察した。 

 
(3) 現代的監視環境におけるリスク 
 マイナンバーシステムや民間のビジネス
組織によって運営されるビッグデータのた
めの情報システムなど、大量の個人情報の収
集や蓄積によって行われるデータによる現
代的な「監視」（データベイランス）形態が
生み出されている現状やその背景を検討し
た。プライバシー保護への認識や、データ主
体の認識の有無に関わらず、現代的な監視環
境が、DI にどのような影響をもたらしうるの
かについて、多面的な視点から考察を加え、
その潜在的なリスクを指摘した。 
 
（4）教材開発 
 本研究課題の研究論文での考察や、海外で
の DI 研究の成果をふまえて、大学生や高校
生、中学生、そして、保護者や教員などの指
導者が利用しうる教材開発を行った。そのコ
ンテンツはビジネス情報倫理研究所のウェ
ブサイト上で公開されている。これらの教材
では、若年者がソーシャルメディアや SNS な
どのオンラインツールを利用する際に、どの
ような点に気を付けるべきなのかについて、
ケースを用いながら自らが考えられること

が意識されている。 
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